
 

 

 

令和６年度 

家庭部門の CO2排出実態統計調査 

インターネット・モニター調査事業委託業務 

（令和５年度調査分の集計等） 

報 告 書 

 

 

 

 

 

 

令和７年３月 

 

株式会社 インテージ 

  



 



i 
 

 

目 次 

 
1. 目的と業務内容............................................................................................................................ 1 

1.1 目的 ........................................................................................................................................ 1 

1.2 業務内容 ................................................................................................................................. 2 

2. 令和５年度インターネット・モニター調査の実施及び集計 ...................................................... 3 

2.1 調査の実施状況 ...................................................................................................................... 3 

2.1.1 調査概要 .......................................................................................................................... 3 

2.1.2 回収状況 .......................................................................................................................... 4 

2.1.3 有効回答数 .................................................................................................................... 19 

2.2 調査の合理化・効率化の検討 .............................................................................................. 20 

 

 

  



 

 



  1   

1. 目的と業務内容 

1.1 目的 

 

我が国においては、国連気候変動枠組条約に基づき、温室効果ガスの排出・吸収量目録（以下 

「インベントリ」という。）の提出とともに、インベントリの精緻化が求められているところであ

る。また、2050 年カーボンニュートラルの実現とともに、2030 年度の温室効果ガス排出量を 2013

年度比で46%削減することを目指し、さらに50%の高みに向けて挑戦を続けることとされており、

家庭部門においても効果的な削減対策の実施が喫緊の課題となっている。 

このような背景を踏まえ、家庭部門の CO2排出実態やエネルギー消費実態等の詳細な基礎デー

タを把握することを目的として、全国 13,000 世帯（調査員調査 6,500 世帯、インターネット・モ

ニター調査（以下「IM 調査」という。）6,500 世帯）を対象とする一般統計調査「家庭部門の CO2

排出実態統計調査」（平成 28 年 11 月４日付総務省承認）（以下「家庭 CO2 統計」という。）を平

成 29 年度から実施している。 

本業務では、家庭 CO2 統計の令和５年度調査に関し、IM 調査を実施する。実施するためには

準備から実査・集計等までに約３年間を要することから、本業務は令和４年度～令和６年度の３

か年度にかけて行うこととされ、今年度は３年度目の業務で実施・集計を行う。 
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1.2 業務内容 

令和５年度インターネット・モニター調査の実施及び集計 

 

令和５年度に引き続き、家庭 CO2統計の令和５年度 IM 調査（令和５年４月～６年３月の 12

か月間連続の調査）について、全国 6,500 世帯を対象としたエネルギー使用量調査及び属性事項

に関する調査について調査票の回収を行う。 

回収した調査票情報を集計し、環境省担当官が指示する日（令和６年５月末）までに集計した

データを提出する。 

なお、本委託業務の実施に当たっては、統計法及び関係法令等を遵守して実施するとともに、

調査票情報等のデータについては適切に管理を行い、環境省での保管が必要なデータについては

適切な時期に提供する。 
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2. 令和５年度インターネット・モニター調査の実施及び集計 

2.1 調査の実施状況 

2.1.1 調査概要 

 

令和５年度 IM調査の調査概要は以下のとおりである。IM調査の他、調査員調査も実施される。 

 

表 2.1.1 調査概要 

調査対象 全国の店舗併用住宅等を除く世帯 

調査項目 
・電気・ガス・灯油・ガソリン・軽油の使用量等（12 か月分） 
・属性事項（世帯属性、住宅属性、機器使用状況、車両使用状況、省エネルギー行

動実施状況等） 

層設定 

・地方 10 区分 
（北海道、東北、関東甲信、北陸、東海、近畿、中国、四国、九州、沖縄） 
・都市階級 3 区分 
（都道府県庁所在市（東京都は区部）及び政令指定都市、人口 5 万人以上の市、 

人口 5 万人未満の市町村） 

対象選定方法 インテージネット調査モニターから層別抽出 

調査世帯数 6,500 世帯（回収目標 4,000 世帯） 

調査対象期間 令和 5 年 4 月～令和 6 年 3 月 

調査実施期間 令和 5 年 4 月～令和 6 年 3 月 

 

令和６年３月のエネルギー使用量を調査世帯が把握できるのは、検針票が届けられた後になる

ことから、令和６年５月 31 日までを調査実施期間とした。 
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2.1.2 回収状況 

 

IM 調査の最終の月別回収率は、すべての調査票で想定回収率を上回っている。 

 

 

 

図 2.1.1 IM 調査の月別回収状況（最終） 

 

なお、12 か月分の例月票と夏季票、冬季票のすべての調査票の回収状況を、10 地方区分別・

３都市階級別に、世帯区分別または住居区分別を加味して整理する。 
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表 2.1.2 IM 調査 4 月票層別回収状況（最終） 

※回収率の青い網掛けは想定回収率（66%）を下回っている層 
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表 2.1.3 IM 調査 5 月票層別回収状況（最終） 

※回収率の青い網掛けは想定回収率 66%）を下回っている層 
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表 2.1.4 IM 調査 6 月票層別回収状況（最終） 

※回収率の青い網掛けは想定回収率（66%）を下回っている層 
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表 2.1.5 IM 調査 7 月票層別回収状況（最終） 

※回収率の青い網掛けは想定回収率（66%）を下回っている層 
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表 2.1.6 IM 調査 8 月票層別回収状況（最終） 

※回収率の青い網掛けは想定回収率（66%）を下回っている層 
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表 2.1.7 IM 調査夏季票層別回収状況（最終） 

※回収率の青い網掛けは想定回収率（66%）を下回っている層 
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表 2.1.8 IM 調査 9 月票層別回収状況（最終） 

※回収率の青い網掛けは想定回収率（66%）を下回っている層 
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表 2.1.9 IM 調査 10 月票別回収状況（最終） 

※回収率の青い網掛けは想定回収率（66%）を下回っている層 
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表 2.1.10 IM 調査 11 月票層別回収状況（最終） 

※回収率の青い網掛けは想定回収率（66%）を下回っている層 
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表 2.1.11 IM 調査 12 月票層別回収状況（最終） 

※回収率の青い網掛けは想定回収率（66%）を下回っている層 
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表 2.1.12 IM 調査 1 月票層別回収状況（最終） 

※回収率の青い網掛けは想定回収率（66%）を下回っている層 
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表 2.1.13 IM 調査 2 月票層別回収状況（最終） 

※回収率の青い網掛けは想定回収率（66%）を下回っている層 
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表 2.1.14 IM 調査冬季票層別回収状況（最終） 

※回収率の青い網掛けは想定回収率（66%）を下回っている層 
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表 2.1.15 IM 調査 3 月票層別回収状況（最終） 

※回収率の青い網掛けは想定回収率（66%）を下回っている層 

 



  19   

2.1.3 有効回答数 

 

４月票では世帯情報や住宅の建て方の属性を、夏季票では機器の使用状況や夏季のエネルギー

の使い方を把握しているため、集計・分析に欠かすことができない。また冬季票により暖房の使

用状況を把握しているのでこれも不可欠である。一方、例月票で把握しているエネルギーの使用

状況は、一部の項目であれば回答欠損があっても、データを補完することができる場合がある。 

そこで、４月票と夏季票、冬季票についてはいずれかひとつでも欠損している場合、例月票に

関しては４回以上未回収の場合を集計対象外とした。また、例月票未回収が３回以下でもデータ

審査によりエネルギーデータの欠測値の補完ができなかった世帯（注）も対象外とした。更に、

調査期間中に転居、増築、建て替えが行われた世帯は住居の状況が変化してしまっていることか

ら集計対象外とした。 

最終的に集計に用いた IM 調査の有効回答数は表 2.1.16 のとおりである。有効回答率は 73.0％

となり、想定回収率 66％を上回った。 

注）電気・ガスは 3 か月以内、灯油、ガソリン、軽油は 2 か月以内の欠損に対し補完処理を実施している 

 

表 2.1.16 有効回答数 

 
 

  

都市階級1 都市階級2 都市階級3 計
北海道 158 163 102 423
東北 135 183 121 439

関東甲信 385 358 67 810
北陸 171 144 103 418
東海 159 261 70 490
近畿 230 286 44 560
中国 164 191 92 447
四国 185 102 134 421
九州 206 142 114 462
沖縄 69 133 71 273
計 1,862 1,963 918 4,743
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2.2 調査の合理化・効率化の検討 

 

調査票全般について、世帯調査であることを明示するため、設問には「お宅の～」などの標記

を追加した。また、会社名の更新や時世にあった表現を用いるなど適切な表現となるよう修正を

加えた。その上で、対象世帯のエネルギー使用量と関連のあると思われる設問を以下のとおり追

加・変更した。 

なお、今回の改定は令和５年１月 16 日付総政審第 21 号により承認を受けた上で、「令和５年

度家庭部門の CO2排出実態統計調査」から適用した。 

 

＜４月票 問 8-2＞ 

 
 

＜４月票 問 15-3＞ 

 

 

  

＜新規＞リフォーム及び断熱リフォームの実施状況についての設問の追加。 

＜新規＞再生可能エネルギーによる CO2排出量ゼロの電力契約プランについての設問の追加。 
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＜４月票_問 19 例月票_問 6＞ ※他、軽油も同様 

 
 

 

 

＜変更＞ガソリン・軽油の購入量及び支払金額の回答欄を１つから５つに増やす。 
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＜夏季票 問 25＞ 

 

 

 

 

＜新規＞それぞれの交通手段の利用状況についての設問を追加。 


